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　 　 証券コード　6946

　 　 平成 2 4年６月 1 3日

株 主 各 位　 　

　 東京都品川区西五反田八丁目１番５号

　

　 代表取締役 山   下      守

第62期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第62期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月27日（水

曜日）午後５時までに到着するよう、ご送付くださいますようお願い申しあげま

す。

敬　具

記

１．日 時 平成24年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区六番町15番地

　 　 主婦会館プラザエフ

３．会議の目的事項

　 報 告 事 項 １．第62期（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）
　 　 事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人

および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　 　 ２．第62期（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）
　 　 計算書類の内容報告の件

　 決 議 事 項 　

　 第１号議案 取締役７名選任の件

　 第２号議案 監査役２名選任の件

　 第３号議案 会計監査人選任の件

　 第４号議案 取締役の報酬額改定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.avio.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

　

１．当社グループの現況に関する事項

(1) 事業の経過および成果

  当期におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から緩やかに回復いたし

ましたが、タイ大洪水による部材調達難や節電計画に伴う生産調整、ギリシ

ャ債務危機に端を発する欧州金融不安、金融引締め政策による中国経済の成

長の鈍化、中東情勢の不安定化に関連する原油価格の上昇、急激な円高によ

る輸出の減少等により全般的には非常に厳しい状況で推移しました。 

　当社グループを取り巻く事業環境は、携帯情報端末等の一部が堅調だった

ものの、薄型テレビが地上デジタル化の完了に伴い大幅に減少するとともに

タイ大洪水による生産の停滞、円高に伴う輸出減、企業収益悪化に伴う設備

投資の抑制傾向等により非常に厳しいものとなりました。 

  このような状況の中で当社グループは、製品ラインナップを強化し、太陽

電池等の成長市場の開拓を推進するとともに販売店との連携強化、新規顧客

の獲得、既存顧客の深耕を行い売上高の確保に努めました。また、ものづく

り改革を通じた生産効率の向上、たな卸資産の削減等を行いました。

　しかしながら、連結業績は、企業収益の悪化とそれに伴う設備投資の抑制

等の影響により売上高が前期比5.4%減の275億65百万円となり、損益は、費用

の削減等を強力に推進したものの、売上高の減少により３億80百万円の営業

損失、５億31百万円の経常損失となり、また、製品戦略の見直しに伴う事業

整理損等の特別損失８億11百万円を計上したことから18億86百万円の当期純

損失となりました。 

  また、剰余金の配当につきましては、当期は大幅な損失を計上したことか

ら、まことに遺憾ながら、普通株式および第一種優先株式の第62期期末配当

につきましては無配とさせていただきたく存じます。
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(2) 部門別の事業の概況

情報システム

　情報システムについては、受注が指揮・統制関連装置等が増加したもの

の、売上は当該装置の減少により微減となりました。セグメント利益は原

価低減に努めた結果大幅に増加しました。

　この部門の当期の受注高は132億52百万円（前期比8.8%増）、売上高は

141億99百万円（前期比2.7%減）であります。

　セグメント利益は、16億10百万円（前期比24.0%増）であります。

電子機器

　電子機器については、映像機器が民間設備投資の抑制の影響を受け減少

し、接合機器が非接触接合分野への進出を目指してレーザ接合の新製品を

発売するとともに既存顧客の深耕、新興国市場の開拓等を推進しましたが、

電子部品製造用設備投資の一服感と世界的な電子部品の生産停滞の影響を

受け大きく減少したことから、売上は大幅に減少しました。セグメント利

益は費用等の削減に努めましたが、売上減の影響を吸収できず大幅に減少

しました。

　この部門の当期の受注高は46億38百万円（前期比23.6%減）、売上高は49

億15百万円（前期比18.3%減）であります。

　セグメント利益は、１億76百万円（前期比67.8%減）であります。

プリント配線板

　プリント配線板については、通信機器向けなどの高多層プリント配線板

が好調だったことから売上は増加しました。セグメント利益は売上増の効

果により増加しました。

　この部門の当期の受注高は40億17百万円（前期比2.7%増）、売上高は40

億16百万円（前期比5.9%増）であります。

　セグメント利益は、56百万円（前期比22.1%増）であります。

赤外線・計測機器

　赤外線･計測機器については、売上が円高に伴う輸出の減少、競争の激化

による売価の低下等により非常に厳しい状況となり、セグメント利益は、

原価の低減、費用の削減に努めましたが、売上減の影響により悪化しまし

た。

　この部門の当期の受注高は39億83百万円（前期比19.4%減）、売上高は44

億34百万円（前期比6.2%減）であります。

　セグメント損益は、９億17百万円（前期比４億79百万円悪化）の損失で

あります。
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(3) 設備投資の状況

　当期は、情報システム製品用生産設備の増強などに総額５億31百万円の設

備投資を行いました。　
　

(4) 資金調達の状況

　当社は、運転資金の機動的な調達を行うために主要取引金融機関とコミッ

トメントライン契約を締結しております。
 　
(5) 対処すべき課題

  今後の見通しにつきましては、東日本大震災からの復興に向けた日本政府

の積極的な取り組みに加え、米国を中心とする海外経済の回復、円安シフト

による輸出の増加等が期待されるものの、中東情勢の緊迫化に伴う原油価格

の上昇、財政危機に伴う欧州経済の低調、電力不足の懸念等により予断を許

さない状況となるものと思われます。

  このような状況の中で、当社グループは、当期の業績も踏まえ安定的な収

益を確保できる経営基盤確立のため、次の事業構造の改革を行う予定です。

　・民需製品の選択と集中：不採算または将来の成長性が期待できない製品

を縮小し、収益力のある製品へ経営資源を集中します。

　・組織構造のスリム化：子会社の整理を含めた組織のスリム化を進め、本

社、事業所、拠点等の移転を含めた統廃合を行います。

　・人件費の削減：売上規模に見合った人員体制とするため、グループ人員

を削減します。

　また、成長戦略は、次のとおりです。

　・情報システムを基盤事業として堅持します。

　・接合機器は、携帯情報端末や自動車等に搭載され生産数が増加している

加速度センサ、ジャイロセンサ等やクリーンエネルギーとして注目され

ている太陽電池等の成長市場に対しその製造に適した製品の開発を推進

するとともに電子機器の高機能化、小型化の進展に備え、非接触のレー

ザ接合製品を強化してまいります。

　・赤外線・計測機器は人件費等固定費の削減を行うとともに製品ラインナ

ップを見直し、当社が得意とする機種、分野に人的リソースや開発費を

集中することで、競争力の強化や原価の低減を進めて利益体質への転換

を目指してまいります。　

　以上の諸施策により､固定費の削減を行うとともに収益力を向上させ、剰余

金の欠損の一日も早い解消と復配を目指して全社一丸となって邁進する所存

であります。
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(6) 財産および損益の状況の推移

①　当社グループの財産および損益の状況の推移

年　度　

区　分　

平成20年度

（第59期）

平成21年度

（第60期）

平成22年度

（第61期）

平成23年度

（ 当 期 ）

受 注 高(百万円) 29,191 29,897 27,104 25,892

売 上 高(百万円) 28,392 26,556 29,127 27,565

経 常 損 益(百万円) △  555 215 139 △　531

当 期 純 損 益(百万円) △1,668 157 △ 183 △1,886

１株当たり当期純損益(円) △59.03 5.59 △6.50 △66.78

総 資 産(百万円) 31,035 29,307 32,751 28,014

純 資 産(百万円) 7,149 7,306 7,123 5,398

１株当たり純資産額(円) 224.65 230.24 223.75 162.73

（注）　１株当たり当期純損益および１株当たり純資産額は「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」に基づき算定して

おります。

②　当社の財産および損益の状況の推移

年　度　

区　分　

平成20年度

（第59期）

平成21年度

（第60期）

平成22年度

（第61期）

平成23年度

（ 当 期 ）

受 注 高(百万円) 23,132 23,939 22,033 21,782

売 上 高(百万円) 21,923 20,724 24,266 23,002

経 常 損 益(百万円) △   43 336 869 500

当 期 純 損 益(百万円) △1,090 252 564 △2,528

１株当たり当期純損益(円) △38.59 8.93 19.97 △89.46

総 資 産(百万円) 29,769 28,274 31,194 25,955

純 資 産(百万円) 7,260 7,512 8,076 5,712

１株当たり純資産額(円) 228.58 237.52 257.50 173.85

（注）　１株当たり当期純損益および１株当たり純資産額は「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」に基づき算定して

おります。
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(7) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

会 社 名
当社株式の

議決権比率
関 係 内 容

日 本 電 気 株 式 会 社

％

50.23

 

当社は同社に対して、情報システム製

品等を納入しております。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の

議決権比率
主要な事業内容

　 百万円 ％ 　
山梨アビオニクス株式会社 450 100 プリント配線板の製造

福島アビオニクス株式会社 450 100
ハイブリッドＩＣ、電子
機器製品および赤外線・
計測機器製品の製造

日本アビオニクス販売株式会社 70 100 電子機器製品等の販売

ＮＥＣ　Ａｖｉｏ赤外線
テ ク ノ ロ ジ ー 株 式 会 社

342 100
赤外線・計測機器製品の
製造、販売

(注）当社の連結子会社は、上記の重要な子会社４社を含め計５社であります。
　
③　重要な技術提携等の状況

　主要な技術提携の相手先は、Ｌｏｃｋｈｅｅｄ Ｍａｒｔｉｎ Ｃｏｒｐ
ｏｒａｔｉｏｎ（米国）であり、各種情報システム製品に関する技術導入
契約を締結しております。
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(8) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

部 門 主 要 製 品

情 報 シ ス テ ム
誘導・搭載関連装置、表示・音響関連装置、

指揮・統制関連装置、ハイブリッドＩＣ

電 子 機 器 映像機器、情報福祉機器、接合機器

プ リ ン ト 配 線 板 プリント配線板

赤 外 線 ･ 計 測 機 器 赤外線機器、工業計測機器

　

　

(9) 主要な営業所および工場（平成24年３月31日現在）

①　当社

名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 品 川 区

府 中 支 店 東 京 都 府 中 市

名 古 屋 支 店 愛 知 県 名 古 屋 市

大 阪 支 店 大 阪 府 大 阪 市

福 岡 支 店 福 岡 県 福 岡 市

甲 府 営 業 所 山 梨 県 南 ア ル プ ス 市

熊 谷 営 業 所 埼 玉 県 熊 谷 市

横 浜 事 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市

新 横 浜 事 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市

　(注)  甲府営業所は平成24年４月１日付で廃止いたしました。

　　　　

②　主要な子会社

名 称 所 在 地

山 梨 ア ビ オ ニ ク ス 株 式 会 社 山 梨 県 南 ア ル プ ス 市

福 島 ア ビ オ ニ ク ス 株 式 会 社 福 島 県 郡 山 市

日本アビオニクス販売株式会社 東 京 都 品 川 区

ＮＥＣ　Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー株式会社 東 京 都 品 川 区
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(10) 使用人の状況（平成24年３月31日現在）

①　当社グループの使用人の状況

区 分 使 用 人 数

　 名

情 報 シ ス テ ム 525

電 子 機 器 183

プ リ ン ト 配 線 板 233

赤 外 線 ・ 計 測 機 器 178

全 社 ( 共 通 ) 178

合 計 1,297

（注）　使用人数は就業人員を表示しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 名 才 年

766 53 44.8 19.1

（注）　使用人数は就業人員を表示しております。

　

　

(11) 主要な借入先（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

　 百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,689

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,921

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,695

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 673

（注） 平成24年４月１日付で住友信託銀行株式会社は、中央三井信託銀行株式会社および中央三

井アセット信託銀行株式会社との合併により三井住友信託銀行株式会社に名称を変更しまし

た。
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２．会社の株式に関する事項（平成24年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 80,000,000株

普 通 株 式 76,000,000株

第１種優先株式 4,000,000株

　

(2) 発行済株式の総数 29,100,000株

普 通 株 式 28,300,000株

第１種優先株式 800,000株

　

(3) 株主数 普 通 株 式 3,646名

　 第１種優先株式 １名

（注）　第１種優先株式は、日本電気株式会社が全株所有しております。

　

(4) 大株主の状況(上位10名)

株 主 名
持 株 数

持 株 比 率
普 通 株 式 第１種優先株式 合 計

日 本 電 気 株 式 会 社
千株

14,151 
千株

800
千株

14,951 
％

　51.45 

日本アビオニクス従業員持株会 623 － 623 　2.14 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 441 － 441 　1.52 

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 249 － 249 　0.86 

伊 藤 　 　 豊 220 － 220 　0.76 

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 218 － 218 　0.75 

松 島 　 敏 雄 210 － 210 　0.72 

三井住友海上火災保険株式会社 161 － 161 　0.55 

吉 川 　 勝 敏 127 － 127 　0.44 

柴 宏 118 － 118 　0.41 

（注）１．持株比率は、自己株式(42,312株)を控除して計算しております。

　　　２．前記１．(11)「主要な借入先」に記載のとおり住友信託銀行株式会社は、平成24年

４月１日付で名称を三井住友信託銀行株式会社に変更しました。　
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成24年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
執行役員社長

山 下 　 守 経営全般および業務運営の総括

取 締 役
執行役員常務

川 島 雅 幸
赤外線･計測機器事業担当
ＮＥＣ　Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー株式会社
代表取締役社長　

取 締 役
執 行 役 員

関 　 芳 雄 接合機器事業、映像･情報福祉機器事業およびＭＬ
Ｂ事業担当　

取 締 役
執 行 役 員

露 木 　 満
経営企画本部担当
経営企画本部長

取 締 役
執 行 役 員

齊 藤 幸 夫
事業支援本部および情報システム事業担当
特命プロジェクトの総括

取 締 役 西 村 知 典 日本電気株式会社執行役員常務

取 締 役 清  田 　 　 瞭 株式会社大和証券グループ本社名誉会長

監査役(常勤) 石 川 俊 樹 　

監査役(常勤) 清 水 敏 夫 　

監 査 役 山 本 徳 男 日本電気株式会社関連企業部長　

監 査 役 古 川 久 生
日本電気株式会社航空宇宙・防衛事業本部宇宙･防
衛事業推進本部長

（注）１．平成23年６月29日開催の第61期定時株主総会において、関芳雄、齊藤幸夫および清田

瞭の各氏は取締役に、清水敏夫氏は監査役に、それぞれ選任され就任いたしました。

２．取締役　西村知典、清田瞭の両氏は、社外取締役であります。なお、当社は清田瞭氏

を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届出ております。

３．監査役　山本徳男、古川久生の両氏は、社外監査役であります。

４．監査役　山本徳男氏は、日本電気株式会社において長年経理業務を担当しており、財

務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

５．当期中に退任した取締役および監査役の氏名、退任時の会社における地位、退任年月

日および退任理由は次のとおりであります。

氏 名
退任時の会社に
お け る 地 位

退任年月日（退任理由）

根 来 周 三
取 締 役
執行役員常務

平成23年６月29日（任期満了）

鈴 木 延 男
取 締 役
執行役員常務

平成23年６月29日（任期満了）

津 田 好 美 監 査 役 平成23年６月29日（辞　　任）
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　(2) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 ９名 83百万円

監 査 役 ５名 27百万円

計 14名 110百万円

（注）１．上記には、平成23年６月29日開催の第61期定時株主総会終結のときをもって退任した

取締役２名、監査役１名を含んでおります。

２．執行役員兼務取締役には、取締役としての報酬のほかに使用人分給与は支払っており

ません。

３．取締役の報酬限度額は、年額２億円以内（平成19年６月28日開催の第57期定時株主総

会決議）、監査役の報酬限度額は、年額４千万円以内（平成19年６月28日開催の第57期

定時株主総会決議）となっております。

　

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行取締役等および社外役員の重要な兼職の状況

（平成24年３月31日現在）

区 分 氏 名 兼 職 状 況

社 外 取 締 役 西 村 知 典 日本電気株式会社執行役員常務

社 外 取 締 役 清 田 　 瞭 株式会社大和証券グループ本社名誉会長

社 外 監 査 役 山 本 徳 男 日本電気株式会社関連企業部長

社 外 監 査 役 古 川 久 生
日本電気株式会社航空宇宙･防衛事業本部宇宙・防
衛事業推進本部長

（注） 日本電気株式会社は当社の親会社であり、同社との関係は、前記１．(7) ①親会社との関

係に記載のとおりであります。

　

②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 西 村 知 典
当期に開催された取締役会へは14回中12回出席し、
豊富な経営等に関する経験と専門的知見に基づく
意見を述べ、提言等を行いました。

社 外 取 締 役 清 田 　 瞭
就任後開催された取締役会へは11回中10回出席し、
豊富な経営経験とグローバルで幅広い見識等から
意見を述べ、提言等を行いました。

社 外 監 査 役 山 本 徳 男

当期に開催された取締役会へは14回すべてに出席
し、監査役会へは12回中11回出席し、それぞれ経
理・財務に係る経験と知見に基づく意見を述べ、
提言等を行いました。

社 外 監 査 役 古 川 久 生
当期に開催された取締役会へは14回すべてに出席
し、監査役会へは12回すべてに出席し、それぞれ
専門的知見に基づく質問等を行いました。
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③　社外役員の報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

社外役員の報酬等の総額 ４名 ９百万円

　

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役および各社外監査役とは、会社法第423条第１項に定

める損害賠償責任の限定契約を同法第427条第１項の規定に基づき締結して

おり、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める金

額としております。

　

４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 支 払 額

①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 41百万円

②　当社および子会社が支払うべき金銭その他財産上の
利益の合計額

41百万円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。　

　

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務執行に支障があると判断した場合、監査役

会の同意を得たうえで、または監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解

任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。

　

(4) 会計監査人が受けた過去２年間の業務停止の内容

　該当事項はございません。
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５．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制その他業務の適正を確保するための体制

　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制その他業務の適正を確保するための体制に関し次のとおり取締役会に

て決議しております。
　
　当社は、次のとおり会社法第362条第４項第６号ならびに会社法施行規則第

100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する基本方針を定める。当

社は、この基本方針に基づく内部統制システムの整備状況を絶えず評価し、必

要な改善措置を講じることによって、内部統制システムの整備に努める。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

①　取締役および執行役員は、当社および当社子会社（以下Ａｖｉｏグル

ープという。）における企業倫理の確立ならびに取締役および使用人に

よる法令、定款および社内規程の遵守の確保を目的として制定した「Ａ

ｖｉｏグループ企業行動憲章」および「Ａｖｉｏグループ行動規範」を

率先垂範する。

②　取締役会は、「Ａｖｉｏグループ企業行動憲章」および「Ａｖｉｏグ

ループ行動規範」の周知徹底のための活動を経営企画本部に行わせ、監

査部に各部門における実施状況の監査、問題点の指摘および改善策の提

案などの支援を行わせる。

③　取締役会は、Ａｖｉｏグループの社会的責任の遂行のために執行役員

社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、内部統制システムの維持、

改善に務める。

④　取締役は、重大な法令違反その他法令および社内規程の遵守に関する

重要な事実を発見した場合には、直ちに監査役に報告するとともに、遅

滞なく取締役会において報告する。

⑤　Ａｖｉｏグループにおける法令違反または「Ａｖｉｏグループ企業行

動憲章」もしくは「Ａｖｉｏグループ行動規範」の違反またはそのおそ

れのある事実に関する主な情報の提供先または相談窓口は、監査部とす

る。監査部は内部者通報制度「アビオ・コンプライアンスホットライン」

の周知徹底をはかり、違反事実またはそのおそれのある事実の発見に努

める。
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⑥　ＣＳＲ・コンプライアンス委員会は、ＡｖｉｏグループのＣＳＲ・コ

ンプライアンス体制の遵守状況を確認し、不適切な行為の原因究明およ

び再発防止の審議を行い、スタッフ部門が再発防止策の展開など体制の

整備・改善の推進を行う。

⑦　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して

は、一切の関係を遮断し、全社を挙げて毅然とした態度で臨むものとす

る。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

①　取締役および使用人の職務に関する各種の文書、帳票類等の保存およ

び管理については、「文書規程」に基づき適切に作成、保存、管理する。

②　情報セキュリティについては、「情報セキュリティ基本規程」に基づ

き、情報セキュリティ体制の維持・向上のための施策を継続的に実施す

る。

③　株主総会議事録、取締役会議事録などその作成および保存に関する法

令の定めがある文書等については、法令に従い適正に作成し、適切に保

存・管理する。

④　企業秘密については、「企業秘密管理規程」に基づき適切に管理する。

⑤　個人情報については、法令および「個人情報保護規程」に基づき厳重

に管理する。

　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　重要なリスクについては、リスク管理の基本方針に基づき、経営戦略

会議または経営会議でその対策について十分な審議を行ったうえで、必

要に応じて取締役会に報告する。

②　経営戦略に関する意思決定など経営判断に関するリスクについては、

必要に応じて弁護士、公認会計士など外部の専門家の助言を受け、関係

部門において分析および対策を検討する。

③　各部門のリスク管理体制およびリスク管理の実施状況の監査は、監査

部が行う。
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(4) 取締役の職務執行の効率性の確保に関する体制

①　取締役会は、執行役員の担当事項を定め、執行役員に対する大幅な権

限委譲を行うことにより、事業運営に関して迅速な意思決定および機動

的かつ効率的な職務執行を推進する。

②　取締役会は、月に１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催

し、機動的な意思決定を行う。また、取締役会付議事項については、経

営戦略会議または経営会議で事前に審議を行う。

③　取締役会は、Ａｖｉｏグループの中期経営計画、年間および半期の予

算を決定し、その進捗状況を報告させ、執行状況を監督する。

④　執行役員は、取締役会で定めた中期経営計画および予算に基づき効率

的な職務執行を行い、予算の進捗状況については、執行役員、本部長、

事業部長等で構成される事業執行会議で確認する。

⑤　代表取締役等は、適宜、取締役会で取締役および執行役員の職務執行

状況について報告する。

⑥　執行役員その他の使用人の職務権限の行使は、職務権限規程に基づき

適正かつ効率的に行う。

⑦　執行役員は、職務執行の効率化をはかるため、各種業務用情報システ

ムの構築、運用および改善を行う。

　

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　子会社に対して、取締役および監査役の派遣ならびに「Ａｖｉｏグル

ープ企業行動憲章」および「Ａｖｉｏグループ行動規範」に基づく当社

主管部門による日常的な管理を行うとともに、子会社の遵法体制その他

その業務の適正を確保するための体制の整備に関する指導および支援を

行う。

②　当社の親会社である日本電気株式会社（以下「ＮＥＣ」という。）の

当社主管部門と日常的な連携を行うとともに、必要に応じて遵法体制そ

の他当社の業務の適正を確保するための体制の整備についてＮＥＣと協

議する。

③　子会社の事業運営に関する事項については、その重要度に応じて、当

社において、経営戦略会議または経営会議での審議、決裁および取締役

会への付議を行う。

④　監査部に業務の適正性に関する子会社の監査を行わせる。

⑤　監査役は往査を含め、子会社の監査を行い、監査に関してＡｖｉｏグ

ループの監査役と意見を交換し、連係をはかる。
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⑥　監査役は、ＮＥＣグループにおける業務の適正の確保のため、ＮＥＣ

グループ監査役との情報の交換および協議を行い、連係をはかる。

⑦　Ａｖｉｏグループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取

引法その他関連法令等に基づき、評価、維持、改善等を行い、財務報告

の信頼性を確保する。

　

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人および当該使用人の取締役からの独立

性に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人が必要な場合、適切な使用人をその任

にあて、当該使用人について業務執行からの独立性を確保する。

　

(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への

報告に関する体制

①　取締役および使用人は、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行

状況その他に関する報告を行う。

②　監査部長は、監査役に対し、内部者通報制度「アビオ・コンプライア

ンスホットライン」の運用状況について定期的に報告し、取締役に「Ａ

ｖｉｏグループ企業行動憲章」および「Ａｖｉｏグループ行動規範」に

違反する事実があると認める場合その他緊急の報告が必要な場合には、

直ちに報告する。

③　重要な決裁書類は、監査役の閲覧に供する。

　

(8) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は、取締役会に出席するほか、必要と認める重要な会議に出席

する。

②　監査役は、随時経理システム等の社内情報システムの情報を閲覧する

ことができる。

③　監査役は、定時および臨時に監査役会を開催し、監査実施状況等につ

いて情報の交換・協議を行うとともに、会計監査人から定期的に会計監

査に関する報告を受け、意見交換を行う。

④　監査役は、監査部および会計監査人との連係をはかり、効果的な監査

業務を遂行する。

　


（注）　本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示してお

ります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 お よ び 預 金

受取手形および売掛金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 お よ び 構 築 物

機械装置および運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　　　18,237

1,830

10,718

4,889

464

336

△2

9,776

7,446

1,720

521

342

4,847

14

205

2,124

13

1,263

697

215

△64

流 動 負 債 14,228

支払手形および買掛金 4,510

短 期 借 入 金 7,290

未 払 法 人 税 等 220

賞 与 引 当 金 585

工 事 損 失 引 当 金 23

製 品 保 証 引 当 金 129

そ の 他 1,469

固 定 負 債 8,387

長 期 借 入 金 2,094

再評価に係る繰延税金負債 1,157

退 職 給 付 引 当 金 5,108

そ の 他 27

負 債 合 計 22,615

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,426

資 本 金 5,145

利 益 剰 余 金 △1,707

自 己 株 式 △11

その他の包括利益累計額 1,972

土地再評価差額金 1,973

為替換算調整勘定 △1

純 資 産 合 計 5,398

資 産 合 計 28,014 負 債 純 資 産 合 計 28,014

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 27,565

売 上 原 価 21,127

売 上 総 利 益 6,437

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費 6,818

営 業 損 失 380

営 業 外 収 益 43

受 取 利 息 お よ び 配 当 金 1

受 取 手 数 料 21

そ の 他 20

営 業 外 費 用 193

支 払 利 息 159

そ の 他 33

経 常 損 失 531

特 別 損 失 811

固 定 資 産 除 却 損 2

減 損 損 失 49

事 業 整 理 損 758

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,342

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税 343

法 人 税 等 調 整 額 200

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 損 失 1,886

当 期 純 損 失 1,886

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

（単位：百万円）

　
株 主 資 本

資 本 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平成23年４月1日期首残高 5,145 179 △11 5,313

当 期 中 の 変 動 額 　 　 　 　

当 期 純 損 失 　 △1,886 　 △1,886

自 己 株 式 の 取 得 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

　 　 　 　

当 期 中 の 変 動 額 合 計 － △1,886 △0 △1,887

平成24年３月31日期末残高 5,145 △1,707 △11 3,426

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
土地再評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成23年４月1日期首残高 1,809 － 1,809 7,123

当 期 中 の 変 動 額 　 　 　 　

当 期 純 損 失 　 　 　 △1,886

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △0

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

164 △1 162 162

当 期 中 の 変 動 額 合 計 164 △1 162 △1,725

平成24年３月31日期末残高 1,973 △1 1,972 5,398

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　山梨アビオニクス株式会社、福島アビオニクス株式会社、日本アビオニクス販売株式会社、

ＮＥＣ　Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー株式会社およびＳＯＬＴＥＣ，ＩＮＣ．の子会社５社す

べてが連結の範囲に含められている。　

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、ＳＯＬＴＥＣ，ＩＮＣ．を除き、連結決算日と一致している。なお、

ＳＯＬＴＥＣ，ＩＮＣ．については、同社の決算日（12月31日）現在の計算書類を使用して連

結決算を行っている。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っている。

(3) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

ア　有価証券

その他有価証券

時価のないもの …………………………… 移動平均法による原価法

イ　たな卸資産

製品、原材料および貯蔵品 ………………… 主として総平均法による原価法

　 （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品および未着原材料 …………………… 個別法による原価法

　 （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

ア　有形固定資産（リース資産を除く） ……… 定額法

イ　無形固定資産（リース資産を除く） ……… 定額法

　 なお、自社利用ソフトウエアについては、

社内利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっている。

ウ　リース資産 …………………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

として算定する方法を採用している。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

（会計方針の変更）

　当社グループのリース資産以外の有形固定資産の減価償却の方法については、従来、主とし

て定率法を採用していたが、当期より定額法へ変更している。

　この変更は、当期より当社の親会社が有形固定資産の減価償却の方法を定額法へ統一する

ことを契機に、当社グループの経営実態をより的確に反映するための有形固定資産の減価償

却の方法の見直しを行った結果、近年では現有設備の維持更新を目的とした設備投資が多く

を占める状況にあるとともに、有形固定資産を長期安定的に利用することにより、収益に安

定的に貢献することが見込まれることから、取得原価を耐用年数にわたって均等に配分する

方が、より適切な費用配分を行うこととなると判断したためである。

　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当期の営業損失、経常損失および

税金等調整前当期純損失は７百万円減少している。
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　 ③　重要な引当金の計上基準

ア　貸 倒 引 当 金 ……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率等により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案して計上している。

イ　賞 与 引 当 金 ……………………………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、

支給見込額を計上している。

ウ　工事損失引当金 ……………………………… 請負工事に係る将来の損失に備えるため、

当該損失見込額を計上している。

エ　製品保証引当金 ……………………………… 製品販売後の無償修理費用の支出に備え

るため、過去の実績を基礎とした見積額

を計上している。

オ　退職給付引当金 ……………………………… 従業員の退職給付に備えるため、期末に

おける退職給付債務から年金資産ならび

に会計基準変更時差異未処理額、未認識

過去勤務債務、未認識数理計算上の差異

を加減した額を計上している。確定給付

企業年金制度については年金資産の額が

企業年金制度に係る退職給付債務に当該

企業年金制度に係る会計基準変更時差異

未処理額、未認識過去勤務債務および未

認識数理計算上の差異を加減した額を超

えているため、前払年金費用（当期末

1,263百万円）として連結貸借対照表に計

上している。また、会計基準変更時差異

（8,516百万円）については、厚生年金基

金の代行部分の返上に伴う処理を除き、

平成12年４月１日から15年による按分額

を費用処理している。過去勤務債務はそ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間で

按分した額を費用処理している。数理計

算上の差異はその発生時の従業員の平均

残存勤務期間で按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理している。　

④　重要な収益および費用の計上基準  

　   完成工事高および完成工事原価の計上基準

　     当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事　

                ……………………………… 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）

   その他の工事 ……………………………… 工事完成基準
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⑤　重要なヘッジ会計の方法　

ア　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。また、金利スワップについて特例処理の条件を充たし

ている場合は特例処理を採用している。

イ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 …………………………………… 金利スワップ

ヘッジ対象 …………………………………… 借入金の支払利息

ウ　ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、金利の変動によるリスクの低減のため、

対象債務の範囲内でヘッジを行っている。

エ　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象は重要な条件が同一であるため、高い有効性を有している。

　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略してい

る。

⑥　消費税および地方消費税の会計処理の方法 … 税抜方式

(4) 連結損益計算書の表示方法の変更

    前期まで独立掲記しておりました営業外収益の「助成金収入」は、金銭的重要性が乏し

くなったため、当期においては営業外収益の「その他」に含めて表示している。

(5) 追加情報

①　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

　　当期の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24

号  平成21年12月４日）を適用している。

②　法人税率の変更等による影響

　　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施

するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年

12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなった。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.69%から、平成24年４月１日

に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込ま

れる一時差異については38.01%に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解

消が見込まれる一時差異については35.64%となる。この税率変更により、繰延税金資産

の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は88百万円の減少、再評価に係る繰延税

金負債は164百万円の減少、土地再評価差額金は164百万円の増加、法人税等調整額は88

百万円の増加となっている。
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③　連結納税制度の適用 

　　当社及び一部の連結子会社は、当期中に当社を連結親法人とした連結納税制度の承認

申請を行い、翌期から連結納税制度が適用されることとなったため、当期より「連結納

税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準

委員会 平成14年10月９日 最終改正平成23年３月18日 実務対応報告第５号）及び「連結

納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基

準委員会 平成15年２月６日 改正平成22年６月30日 実務対応報告第７号）に基づき、連

結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っている。　
　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) たな卸資産

　 製品 722百万円

　 仕掛品 1,773百万円

　 原材料および貯蔵品 2,361百万円

　 未着原材料 31百万円

　 計 4,889百万円

(2) 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産は、これに対応する工事損失引当金10百万円

(すべて仕掛品に係る工事損失引当金)を相殺表示している。　　

(3) 担保に供している資産

　 建物および構築物 276百万円

　 機械装置および運搬具 13百万円

　 工具器具備品 2百万円

　 土地 3,289百万円

　 計 3,582百万円

（注）上記物件は、短期借入金1,451百万円の担保に供している。

(4) 有形固定資産の減価償却累計額 14,711百万円

(5) 保証債務

従業員の住宅取得資金の借入金に対する保証 13百万円

(6) 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、平成14年

３月31日に下記方法により事業用土地の再評価を行っている。当期連結貸借対照表記載のう

ち当社の土地の価額は当該再評価額に基づいている。なお、取得価額と再評価額との差額に

ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上している。

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算

定している。

　当期末において、上記方法により再評価した価額は、連結貸借対照表記載のうち当社の土

地の価額を526百万円下回っている。
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(7) 財務上の特約等

　借入金のうち、シンジケート・ローン契約（当期末残高1,520百万円）およびコミットメン

トライン契約（契約総額1,750百万円、当期末借入未実行残高1,750百万円）には、契約期間

中において親会社の持株比率に一定の制限があることおよび営業利益等を一定の水準に維持

すること等の財務上の特約等が定められている。

(8) 当期末日は金融機関の休日であったが、同日が満期日の手形の処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理している。

　当期末日満期手形の金額

　 受取手形 0百万円

　 支払手形 116百万円

　

３．連結損益計算書に関する注記

　事業整理損は、一部不採算事業における戦略の見直しに伴うたな卸資産処分損である。

　

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数

普 通 株 式 28,300,000株 － － 28,300,000株

第１種優先株式 800,000株 － － 800,000株

合 計 29,100,000株 － － 29,100,000株

(2) 自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数

普 通 株 式 39,916株 2,396株 － 42,312株

第１種優先株式 － － － －

合 計 39,916株 2,396株 － 42,312株

（注）普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分である。
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５. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、電子応用機器の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、

必要な資金を銀行借入により調達している。一時的な余資は安全性の高い金融商品で運

用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達している。デリバティブは、後述

するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針である。　

② 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

　営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。当該リ

スクに関しては、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の

信用状況を定期的に把握する体制としている。投資有価証券である株式は、業務上の関

係を有する企業の株式である。　

　営業債務である支払手形および買掛金は、１年以内の支払期日である。

　借入金の使途は運転資金(主として短期)および設備投資資金(長期)である。変動金利

の借入金は、金利の変動リスクに晒されているが、このうち長期のものについては、支

払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化をはかるために、個別契約ごとにデリバ

ティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用している。ヘッジの有効性の

評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定を

もって有効性の評価を省略している。　

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っ

ており、また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、

格付けの高い金融機関とのみ取引を行っている。　

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されているが、当社グループでは、各

社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理している。なお、借入金のうち、

シンジケート・ローン契約およびコミットメントライン契約については、契約期間中に

おいて親会社の持株比率に一定の制限があることおよび営業利益等を一定の水準に維持

すること等の財務上の特約等が定められている。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　「(2）金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等

については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではない。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこ

れらの差額については、次のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認

められるものは、次表には含まれていない（下記注記２参照）。　

（単位：百万円）　

　
連結貸借対照表
計上額(※)

時価(※) 差額(※)

（1）現金および預金 1,830 1,830 －

（2）受取手形および売掛金 10,718 10,718 －

（3）支払手形および買掛金 　　（4,510) 　　（4,510) －

（4）短期借入金（※※） （4,424) （4,424) －

（5）長期借入金（※※） （4,960) （4,978) （18)

（6）デリバティブ取引 － － －

(※)負債に計上されているものについては、( )で示している。　

(※※)１年以内に返済予定の長期借入金2,866百万円は「長期借入金」に含めている。

（注)１. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項　

（1）現金および預金、ならびに（2）受取手形および売掛金　

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっている。　

（3）支払手形および買掛金、ならびに（4）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっている。

（5）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっている。変動金利による長期借入金は金利

スワップ特例処理の対象とされており(下記（6）②参照）、当該金利スワップと一体と

して処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積

られる利率で割り引いて算定する方法によっている。　
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（6）デリバティブ取引　

① ヘッジ会計が適用されていないもの… 該当するものはない。

② ヘッジ会計が適用されているもの…… ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契

約額または契約において定められた元本相当額

等は次のとおりである。

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デ リ バ テ ィ ブ
　
取 引 の 種 類 等

主なヘッジ対象
契約額等

時価
当該時価の
　
算定方法　　 うち1年超

金利スワップの
　
特例処理　

金利スワップ取引
　
支払固定・
　
受取変動　

長期借入金　 4,160 1,620 （※） 　

(※)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は、長期借入金の時価に含めて記載している（上記

（5））参照。

　

    ２. 非上場株式（連結貸借対照表計上額13百万円）は、市場価格が無く、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め記載していない。

　

３. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 (単位：百万円）

　 １年以内

現金および預金 1,830

受取手形および売掛金 10,718

  合  計 12,549

　

４. 長期借入金の返済予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 １ 年 以 内
１年超２年
以 内

２年超３年
以 内

３年超４年
以 内

４年超５年
以 内

長 期 借 入 金 2,866 1,346 448 300 －

　
６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 162円73銭

(2) １株当たり当期純損失 66円78銭
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貸　借　対　照　表
（平成24年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 お よ び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 お よ び 構 築 物

機械装置および運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

18,967

1,697

295

9,082

2,178

58

42

246

6,161

999

4

△1,798

6,988

4,160

512

101

189

3,342

14

167

58

108

2,660

13

900

987

652

131

△23

流 動 負 債 13,154

支 払 手 形 450

買 掛 金 3,895

短 期 借 入 金 7,290

未 払 金 542

未 払 費 用 154

未 払 法 人 税 等 206

前 受 金 56

賞 与 引 当 金 372

工 事 損 失 引 当 金 23

製 品 保 証 引 当 金 98

そ の 他 64

固 定 負 債 7,088

長 期 借 入 金 2,094

再評価に係る繰延税金負債 1,157

退 職 給 付 引 当 金 3,813

そ の 他 23

負 債 合 計 20,243

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,738

資 本 金 5,145

利 益 剰 余 金 △1,395

利 益 準 備 金 77

その他利益剰余金 △1,472

繰 越 利 益 剰 余 金 △1,472

自 己 株 式 △11

評価・換算差額等 1,973

土地再評価差額金 1,973

純 資 産 合 計 5,712

資 産 合 計 25,955 負 債 純 資 産 合 計 25,955

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 23,002

売 上 原 価 18,059

売 上 総 利 益 4,942

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費 4,377

営 業 利 益 564

営 業 外 収 益 121

受 取 利 息 お よ び 配 当 金 103

そ の 他 18

営 業 外 費 用 185

支 払 利 息 161

そ の 他 24

経 常 利 益 500

特 別 損 失 2,436

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,646

固 定 資 産 除 却 損 0

関 係 会 社 株 式 評 価 損 789

税 引 前 当 期 純 損 失 1,935

法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税 337

法 人 税 等 調 整 額 255

当 期 純 損 失 2,528

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成23年４月１日期首残高 5,145 77 1,055 1,132 △11 6,267

当 期 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　 　

当 期 純 損 失 　 　 △2,528 △2,528 　 △2,528

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

　 　 　 　 　 　

当 期 中 の 変 動 額 合 計 － － △2,528 △2,528 △0 △2,528

平成24年３月31日期末残高 5,145 77 △1,472 △1,395 △11 3,738

　
評価・換算差額等

純資産合計
　 　 　

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 　 　 　

平成23年４月１日期首残高 1,809 1,809 8,076 　 　 　

当 期 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　 　

当 期 純 損 失 　 　 △2,528 　 　 　

自 己 株 式 の 取 得 　 　 △0 　 　 　

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

164 164 164 　 　 　

当 期 中 の 変 動 額 合 計 164 164 △2,364 　 　 　

平成24年３月31日期末残高 1,973 1,973 5,712 　 　 　

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

子会社株式 …………………………………… 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のないもの …………………………… 移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準および評価方法

製品、原材料および貯蔵品 ………………… 総平均法による原価法

　 （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品および未着原材料 …………………… 個別法による原価法

　 （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） ……… 定額法

②　無形固定資産（リース資産を除く） ……… 定額法

　 なお、自社利用ソフトウエアについては、

社内利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっている。

③　リース資産 …………………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

として算定する方法を採用している。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

(会計方針の変更）

　当社のリース資産以外の有形固定資産の減価償却の方法については、従来、定率法を採用

していたが、当期より定額法へ変更している。

　この変更は、当期より当社の親会社が有形固定資産の減価償却の方法を定額法へ統一する

ことを契機に、当社の経営実態をより的確に反映するための有形固定資産の減価償却の方法

の見直しを行った結果、近年では現有設備の維持更新を目的とした設備投資が多くを占める

状況にあるとともに、有形固定資産を長期安定的に利用することにより、収益に安定的に貢

献することが見込まれることから、取得原価を耐用年数にわたって均等に配分する方が、よ

り適切な費用配分を行うこととなると判断したためである。

　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当期の営業利益、経常利益は５百

万円増加、税引前当期純損失は５百万円減少している。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸 倒 引 当 金 ……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率等により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案して計上している。

②　賞 与 引 当 金 ……………………………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、

支給見込額を計上している。

③　工事損失引当金 ……………………………… 請負工事に係る将来の損失に備えるため、

当該損失見込額を計上している。

④　製品保証引当金 ……………………………… 製品販売後の無償修理費用の支出に備える

ため、過去の実績を基礎とした見積額を計

上している。

⑤　退職給付引当金 ……………………………… 従業員の退職給付に備えるため、期末にお

ける退職給付債務から年金資産ならびに会

計基準変更時差異未処理額、未認識過去勤

務債務、未認識数理計算上の差異を加減し

た額を計上している。確定給付企業年金制

度については年金資産の額が企業年金制度

に係る退職給付債務に当該企業年金制度に

係る会計基準変更時差異未処理額、未認識

過去勤務債務および未認識数理計算上の差

異を加減した額を超えているため、前払年

金費用（当期末987百万円）として貸借対照

表に計上している。また、会計基準変更時

差異（8,232百万円）については、厚生年金

基金の代行部分の返上に伴う処理を除き、

平成12年４月１日から15年による按分額を

費用処理している。過去勤務債務はその発

生時の従業員の平均残存勤務期間で按分し

た額を費用処理している。数理計算上の差

異はその発生時の従業員の平均残存勤務期

間で按分した額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理している。

(4) 重要な収益および費用の計上基準  

　　完成工事高および完成工事原価の計上基準

　  当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 　

               ……………………………… 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）

  その他の工事 ……………………………… 工事完成基準
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(5) ヘッジ会計の方法 　

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。また、金利スワップについて特例処理の条件を充たして

いる場合は特例処理を採用している。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 …………………………………… 金利スワップ

ヘッジ対象 …………………………………… 借入金の支払利息

③　ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、金利の変動によるリスクの低減のため、

対象債務の範囲内でヘッジを行っている。

④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象は重要な条件が同一であるため、高い有効性を有している。

　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。

(6) 消費税および地方消費税の会計処理の方法 … 税抜方式　

(7) 損益計算書の表示方法の変更

    前期まで独立掲記しておりました営業外収益の「助成金収入」は、金銭的重要性が乏し

くなったため、当期においては営業外収益の「その他」に含めて表示している。

(8) 追加情報

①　会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

  　当期の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平

成21年12月４日）を適用している。

②　連結納税制度の適用 

　　当期中に当社を連結親法人とした連結納税制度の承認申請を行い、翌期から連結納税制

度が適用されることとなったため、当期より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計

に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会 平成14年10月９日 最終改正平

成23年３月18日 実務対応報告第５号）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に

関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会 平成15年２月６日 改正平成22年

６月30日 実務対応報告第７号）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行

っている。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) たな卸資産

　 製品 196百万円

　 仕掛品 1,242百万円

　 原材料および貯蔵品 707百万円

　 未着原材料 31百万円

　 計 2,178百万円

(2) 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産は、これに対応する工事損失引当金10百万円

(すべて仕掛品に係る工事損失引当金)を相殺表示している。

(3) 担保に供している資産

　 建物および構築物 276百万円

　 機械装置および運搬具 13百万円

　 工具器具備品 2百万円

　 土地 3,289百万円

　 計 3,582百万円

（注）上記物件は、短期借入金1,451百万円の担保に供している。

(4) 有形固定資産の減価償却累計額 6,611百万円

(5) 保証債務

従業員の住宅取得資金の借入金に対する保証 13百万円

(6) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりである。

①　短期金銭債権 10,065百万円

②　長期金銭債権 14百万円

③　短期金銭債務 932百万円

(7)「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、平成14年３

月31日に下記方法により事業用土地の再評価を行っている。当期貸借対照表記載の土地の価

額は当該再評価額に基づいている。なお、取得価額と再評価額との差額については、当該評

価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上している。

再評価の方法

 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算

定している。

　当期末において、上記方法により再評価した価額は、貸借対照表記載の土地の価額を526百

万円下回っている。

(8) 財務上の特約等

　借入金のうち、シンジケート・ローン契約（当期末残高1,520百万円）およびコミットメン

トライン契約（契約総額1,750百万円、当期末借入未実行残高1,750百万円）には、契約期間

中において親会社の持株比率に一定の制限があることおよび営業利益等を一定の水準に維持

すること等の財務上の特約等が定められている。
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(9) 当期末日は金融機関の休日であったが、同日が満期日の手形の処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理している。

　当期末日満期手形の金額

　 支払手形 84百万円
　

３．損益計算書に関する注記

（1) 貸倒引当金繰入額は、業績の悪化した関係会社に対する債権についての計上額である。

（2) 関係会社との取引高

①　売上高 6,000百万円

②　仕入高 6,321百万円

③　その他の営業取引高 2,883百万円

④　営業取引以外の取引高 104百万円
　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数

普 通 株 式 39,916株 2,396株 － 42,312株

第１種優先株式 － － － －

合 計 39,916株 2,396株 － 42,312株

（注）普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分である。
　
５．税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産の発生の主な原因

　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認、賞与引当金の否認等であり、

回収可能性がないと判断された金額（評価性引当額）を控除した額を繰延税金資産として貸

借対照表に計上している。

（2）法人税率の変更等による影響

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114 号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に

公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法

人税の課税が行われることとなった。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の40.69%から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成

26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については38.01%に、平成27

年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.64%となる。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は66百万

円の減少、再評価に係る繰延税金負債は164百万円の減少、土地再評価差額金は164百万円の

増加、法人税等は66百万円の増加となっている。
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用

している固定資産の主なものは、事務機器の一部である。

　

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社および法人主要株主等

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事 業 の 内 容
議決権等の
被所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

　 　 　 百万円 　 ％ 　 　 百万円 　 百万円

親会社
　

日本電気(株)
　

東京都
港 区
　

397,199
　

コンピュータ、通信
機器、ソフトウエア
等の製造および販売
ならびに関連サービ
スの提供を含むＩ
Ｔ・ネットワークソ
リューション事業
　

直接
　50.23
間接
     －

　

当社の一部
製品の販売
　

情報システム
製品等の販売
　

5,705
　

売掛金
　

2,859
　

（注）取引条件および取引条件の決定方針等

製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交

渉の上、決定している。　

(2) 子会社等

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事 業 の 内 容
議決権等の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

　 　 　 百万円 　 ％ 　 　 百万円 　 百万円

子会社
山梨アビオ
ニクス(株)

山梨県
南アル
プス市

450
プリント配線板
の 製 造

100

当社が使用
する一部部
品の購入等、
資金の援助、
役員の兼任
　

資 金 の 貸 付 100
関係会社
短期貸付金

　
1,039

利息の受取　 17
　
－
　

－

部品の購入等 3,800 買掛金 457

　 　 　 百万円 　 ％ 　 　 百万円 　 百万円

子会社
福島アビオ
ニクス(株)

福島県
郡山市

450

ハイブリッドＩＣ、
電子機器製品およ
び赤外線･計測機器
製 品 の 製 造

100

当社が使用
する一部部
品の購入等、
資金の援助、
役員の兼任

資 金 の 貸 付 87
関係会社
短期貸付金

　
2,018

利息の受取　 33 － －

部品の譲渡等 2,446 未収入金 898

部品の購入等 2,482 買掛金 342

　 　 　 百万円 　 ％ 　 　 百万円 　 百万円

子会社
日 本 ア ビ オ
ニクス販売(株)

東京都
品川区

70
電子機器製品等
の 販 売

100
当社の一部製品の販
売等、資金の援助

電子機器製
品等の販売

255 売掛金 122

　 　 　 百万円 　 ％ 　 　 百万円 　 百万円

子会社
ＮＥＣ Ａｖｉｏ赤外
線テクノロジー(株)

東京都
品川区
　

342
赤外線・計測機器
製品の製造、販売

100
資金の援助、
役 員 の 兼 任
　

資 金 の 貸 付 515
関係会社
短期貸付金

　
2,896

利息の受取　 48 － －
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（注）取引条件および取引条件の決定方針等

１. 資金の貸付または回収については、市場金利を勘案して利率を決定している。なお、基本

契約に基づき残高が日々変動するため、取引金額は前期末残高との差引き金額を記載してい

る。

２. 部品の購入等および部品の譲渡等については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に

決定している。

３. 当社製品の販売については、市場価格等を参考に決定している。

４. 関係会社の貸付金等に対し、合計1,796百万円の貸倒引当金を計上している。また当事業年

度において合計1,646百万円の貸倒引当金繰入額を計上している。　

(3)親会社に関する情報

　日本電気株式会社（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、福岡証券取

引所、札幌証券取引所に上場）

　

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 173円85銭

１株当たり当期純損失 89円46銭



－ 38 －

連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年４月26日　
　日本アビオニクス株式会社 　
　 取 締 役 会 御 中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 榊 　 正 壽 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 志 　 村 　 さ や か 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 薄 井 　 誠 

　

　 　
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本アビオニクス株式会社の平成
23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
　
監査意見　

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、日本アビオニクス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
　
利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年４月26日　
　日本アビオニクス株式会社 　
　 取 締 役 会 御 中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 榊 　 正 壽 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 志 　 村 　 さ や か 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 薄 井 　 誠 

　

　　
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本アビオニクス株式会社
の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
　
監査意見　

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第62期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き審議した結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　当監査役会は、当期の監査方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監
査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及
び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画、職務の分担等に
従い、取締役、執行役員及び監査部その他の使用人、親会社グループの監
査役その他の者と意思疎通を図り、情報の収集並びに監査の環境の整備に
努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び執行役
員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び事業所のほか主要な営業拠点に
おいて業務及び財産の状況を監査部と連携して調査いたしました。
　また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則に定める体制について、その取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び執行役員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制についても、取締役
及び執行役員等から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受
け、また監査人からの報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　子会社については、その取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、職務の執行状況を聴取するとともに、定期的に事業の報告を受け、
必要に応じて子会社へ赴き、その業務及び財産の状況を調査いたしました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書
について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
からは会社計算規則第131条に定める「会計監査人の職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」を「監査に関する品質管理基準」（企
業会計審議会）等に従って、適切に整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求め、内容を確認いたしました。
　これらの方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並
びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
　なお、取締役の競業取引、利益相反取引等に関して、各取締役に報告を
求め、確認いたしました。
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　２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。 
二　　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。
三　　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。
　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　なお、「財務報告に係る内部統制」については、本監査報告書の
作成時点において開示すべき重要な不備はない旨の報告を取締役等
及び監査人から受けております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人の新日本有限責任監査法人による監査の方法及び結果
は、相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人の新日本有限責任監査法人による監査の方法及び結果
は、相当であると認めます。

　

　

　平成24年４月26日 　

　 日本アビオニクス株式会社　監査役会　

　

常勤監査役 石 川 俊 樹 
常勤監査役 清 水 敏 夫 
社外監査役 山 本 徳 男 
社外監査役 古 川 久 生 

　

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　取締役７名選任の件

　本総会終結のときをもって、取締役全員（７名）の任期が満了いたしますの

で、あらためて取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
普通株式数

１
かわ

川
しま

島
まさ

雅
ゆき

幸
(昭和26年８月22日生)

昭和56年６月　当社入社

平成16年６月　当社製造装置営業本部長

平成19年６月　当社執行役員

平成21年６月　当社取締役(現任)

平成22年４月　当社執行役員常務(現任)

平成22年６月　ＮＥＣ Ａｖｉｏ赤外線テクノロジー㈱

代表取締役社長(現任)

9,000株

２
せき

関 　
よし

芳
お

雄
(昭和28年６月24日生)

昭和59年４月　当社入社

平成13年４月　当社電子デバイス営業本部ＭＬＢ営業

部長

平成18年８月　当社ＭＬＢ事業部長

平成19年６月　当社執行役員(現任)

平成23年６月　当社取締役(現任)

9,000株

３
つゆ

露 　
き

木 　 　 　
みつる

満
(昭和29年12月18日生)

昭和60年12月　当社入社

平成14年６月　当社経営企画本部経理部長

平成19年１月　当社製造装置事業部長

平成19年６月　当社執行役員兼経営企画本部長(現任)

平成22年６月　当社取締役(現任)

8,000株

４
さい

齊
とう

藤
ゆき

幸
お

夫
(昭和28年７月30日生)

昭和55年４月　日本電気㈱入社

平成17年４月　同社航空宇宙・防衛事業本部電波応用

事業部海洋システム部長

平成21年４月　当社情報システム事業部長代理

平成21年６月　当社情報システム事業部長

平成23年６月　当社取締役執行役員(現任)　

1,000株
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
普通株式数

５

あき

秋
つ

津
かつ

勝
ひこ

彦

(昭和31年６月５日生)

昭和54年４月　日本電気㈱入社

平成９年７月　同社企画部調査担当部長

平成14年７月　同社経営企画部グループマネージャー

平成16年４月　同社社会インフラソリューション企画

本部長

平成24年４月　当社顧問（現任）

－

６

にし

西
むら

村
とも

知
のり

典
(昭和29年11月５日生)

昭和54年４月　日本電気㈱入社

平成19年４月　同社航空宇宙・防衛事業本部副事業本

部長

平成20年４月　同社執行役員兼航空宇宙・防衛事業本

部長

平成21年６月　当社取締役(現任)

平成22年４月　日本電気㈱執行役員常務(現任)

－

７

きよ

清
た

田 　
あきら

瞭

(昭和20年５月６日生)

昭和44年４月　大和証券㈱入社

平成６年６月　同社取締役

平成９年６月　同社常務取締役

平成９年10月　同社代表取締役副社長

平成16年６月　㈱大和証券グループ本社取締役副会長

兼執行役

平成20年６月　同社取締役会長兼執行役

平成23年４月　同社取締役名誉会長

平成23年６月　同社名誉会長（現任）

平成23年６月　当社取締役（現任）

－

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．西村知典および清田瞭の両氏は、社外取締役候補者であります。なお、清田瞭氏は、

東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の再任をご承認

いただいた場合には引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

３．秋津勝彦氏は、新任の取締役候補者であります。

４．西村知典氏は、当社の親会社である日本電気㈱の業務執行者であります。

５．西村知典および清田瞭の両氏を社外取締役候補者とした理由は次のとおりであります。

　・　西村知典氏は、日本電気㈱の執行役員としての経験および当社グループの情報シス

テムおよび赤外線・計測機器に関し豊富な経験と知識を有しており、その経験と知識

を当社の経営に反映していただくため、社外取締役としての選任をお願いするもので

あります。

　・　清田瞭氏は、大和証券グループにおいて培われた経営者としての豊富な経験、グロ

ーバルで幅広い見識等を有しており、同氏の経験等に基づく経営全般に対する助言を

いただくことにより当社の経営の監督の強化を推進し、コーポレート・ガバナンスの

強化をはかるため、社外取締役としての選任をお願いするものであります。
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６．西村知典および清田瞭の両氏は、現在､当社の社外取締役であり、社外取締役としての

在任期間は、本総会終結のときをもって、西村知典氏は３年、清田瞭氏は１年となりま

す。　

７．取締役候補者　川島雅幸、関芳雄、露木満および齊藤幸夫の各氏の当社における担当

ならびに重要な兼職の状況については、「事業報告　３．会社役員に関する事項」10頁

に記載のとおりであります。　

８．当社は、社外取締役の期待される職務を十分発揮できるように西村知典および清田瞭

の両氏と会社法第423条第１項に定める損害賠償責任の限定契約を同法第427条第１項の

規定に基づき締結しており、その賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める金額

としております。また、両氏の再任をご承認いただいた場合は､当該契約を継続する予

定です。
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第２号議案　監査役２名選任の件

　本総会終結のときをもって、監査役　石川俊樹および山本徳男の両氏が任期

満了となりますので、あらためて監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。

　本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役の候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
普通株式数

１

やま

山
もと

本
とく

徳
お

男
(昭和33年２月24日生)

昭和56年４月　日本電気㈱入社

平成19年６月　同社関連企業部長

平成19年６月　当社監査役(現任)

平成24年４月　日本電気㈱経営企画本部長代理兼経営企

画本部関連企業部長(現任)

－

２

すず

鈴
き

木
とも

智
お

雄
(昭和33年１月31日生)

昭和57年４月　日本電気㈱入社

平成14年７月　同社ＮＥＣソリューションズ経理部経理

グループマネージャー

平成15年10月　同社パーソナルソリューション企画本部

経理部長

平成20年７月　ＮＥＣ東芝スペースシステム㈱統括マネ

ージャー兼事業企画部長

平成22年４月　同社統括マネージャー兼経営企画部長

平成23年10月　同社経営企画部長(現任)

－

（注）１．候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。

　　　２．山本徳男および鈴木智雄の両氏は、社外監査役候補者であります。

　　　３．鈴木智雄氏は新任の監査役候補者であります。

　　　４．山本徳男氏は、現在、当社の社外監査役であり、その在任期間は本総会終結のときを

もって５年となります。

５．山本徳男氏は、当社の親会社である日本電気㈱の業務執行者であります。

６．鈴木智雄氏は、当社の親会社である日本電気㈱の子会社であるＮＥＣ東芝スペースシ

ステム㈱の業務執行者であります。また、過去５年間において当社の親会社である日

本電気㈱の業務執行者であったことがあります。

　　　７．山本徳男および鈴木智雄の両氏を社外監査役候補者とした理由は次のとおりでありま

す。

　　　　・　山本徳男氏は、日本電気㈱において長年経理業務を経験するとともに同社の関連会

社を統括する部門において長年マネージャー職についており、その豊富な経験と幅広

い知識が当社の監査体制において有益であると判断し、社外監査役としての選任をお

願いするものであります。
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　　　　・　鈴木智雄氏は、日本電気㈱において長年経理業務を経験しており、その豊富な経験

と経理業務に関する知識が当社の監査体制において有益であると判断し、社外監査役

としての選任をお願いするものであります。

　　　８．当社は社外監査役がその期待される職務を十分発揮できるよう、山本徳男氏と会社法

第423条第１項に定める賠償責任の限定契約を同法第427条第１項の規定に基づき締結し

ており、本総会において同氏の再任をご承認いただいた場合は当該契約を継続する予定

です。当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める金額としており

ます。
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第３号議案　会計監査人選任の件　

　当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、本総会終結のときをも

って任期満了により退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いする

ものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

監査法人の名称 有限責任 あずさ監査法人　

事 務 所

主たる事務所：東京都新宿区津久戸町１番２号

従たる事務所：札幌事務所、仙台事務所、北陸事務所、　

北関東事務所、東関東事務所、横浜事務所、

名古屋事務所、京都事務所、大阪事務所、

神戸事務所、広島事務所、福岡事務所　

沿 革

昭和60年７月 監査法人朝日新和会計社設立

平成５年10月 井上斎藤英和監査法人(昭和53年４月５日設

立)と合併し、名称を朝日監査法人とする。

平成16年１月 あずさ監査法人(平成15年２月26日設立)と

合併し、名称をあずさ監査法人とする。

平成22年７月 有限責任監査法人へ移行し、名称を有限責

任 あずさ監査法人とする。

概 要

(平成24年３月31日現在)

資　本　金　　　　　 　　３，０００百万円

人　　　員（非常勤を除く）

　　　　　　　公認会計士　　　　　2,854名

　　　　　　　　代表社員　　　　　　 33名

　　　　　　　　社　　員　　　　　　537名

　　　　　　　会計士補　　　　　 　　61名

　　　　　　　会計士試験合格者　　1,483名

　　　　　　　専門員　　　　　　　　749名

　　　　　　　その他職員　　　　　　597名

　　　　　　　合　　　計　　　　　5,744名

関与会社数　　　　　　　　　　　　4,706社　

（注）　会計監査人候補者は、過去2年間に、親会社である日本電気㈱から、国際財務報告基準

（ＩＦＲＳ）への対応に関するアドバイザリー業務等の委託に関して報酬を受けておりま

す。
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第４号議案　取締役の報酬額改定の件

　当社の取締役の報酬額は、平成19年６月28日開催の第57期定時株主総会にお

いて年額２億円以内（うち社外取締役は年額１千万円以内）とご承認いただき

今日に至っておりますが、コーポレートガバナンスの強化をはかるため、社外

取締役を１名増員したことから、報酬、賞与等の支給を含めた取締役の報酬額

を現在の年額２億円に据え置いたうえで、うち社外取締役分を年額２千万円以

内に改めさせていただきたくお願いいたします。

　なお、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分の給与

は含まないものといたしたいと存じます。

　現在の取締役数は７名（うち社外取締役２名）ですが、第１号議案が原案ど

おり承認された場合、取締役数は７名（うち社外取締役２名）となります。

以上
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株主総会会場ご案内図

会場　東京都千代田区六番町15番地

主婦会館プラザエフ

　

N

地下鉄
南北線
四ッ谷駅
麹町方面改札出口３

地下鉄
丸ノ内線
四ッ谷駅
赤坂方面改札出口１JR

四ッ谷
駅聖イグナチオ

教会
上智大学

スクワール
麹町

ロータリー

雙葉
学園

至東京

至半蔵門 新宿通り 至新宿

交番

麹町口

主婦会館プラザエフ

至新宿

外
堀
通
り

ＪＲ(中央線)　　：四ッ谷駅(麹町口)から徒歩１分

地下鉄(丸ノ内線)：四ッ谷駅(赤坂方面改札出口１)から徒歩３分

地下鉄(南北線)　：四ッ谷駅(麹町方面改札出口３)から徒歩２分

　

　

　

本紙は再生紙を使用しております。


